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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　形成中のロールを該ロールの両側に配した第１および第２の支持部材によって該ロール
の軸方向に支持するウェブの巻取り方法において、前記形成中のロールの軸方向に加わる
力を少なくとも該ロールの一方の端部を支持する前記支持部材に対して測定し、該測定に
基づいて第１および第２の支持部材の相対的高さを調節して、前記ロールの両端部の形状
を平坦な形状にすることを特徴とするウェブの巻取り方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の方法において、形成中の前記ロールに加わる軸方向の力を該ロールの
両端部で前記支持部材に対して測定し、該測定に基づいて前記支持部材の相対位置を調節
することを特徴とするウェブの巻取り方法。
【請求項３】
　請求項２に記載の方法において、形成中の前記ロールに加わる軸方向の力の合力を、測
定された支持力間の差と定め、該測定に基づいて前記支持部材の相対位置を調節すること
を特徴とするウェブの巻取り方法。
【請求項４】
　請求項１ないし３のいずれかに記載の方法において、形成中の前記ロールの支持部材の
相対位置を、前記測定から得られるデータに基づき、形成中の前記ロールに一方の支持部
材を介して加わる負荷を増減することによって調節することを特徴とするウェブの巻取り
方法。
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【請求項５】
　請求項１ないし４のいずれかに記載の方法において、形成中の前記ロールの支持部材の
相対位置を、前記測定から得られるデータに基づき、該支持部材の一方を移動させること
によって調節し、形成中の前記ロールの面上へ送られるウェブの、形成中の前記ロールの
軸に対する走行方向を変更することを特徴とするウェブの巻取り方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
本発明は、請求項１の前段に記載のウェブの巻取り方法に関するものである。
【０００２】
本願出願人のフィンランド特許出願第942451号には、ウェブの巻取り方法および装置が記
載されている。同方法では、ウェブは支持ロールで支持され、支持ロールと生成中のロー
ルとの間に形成されるニップを介して、スプールへ巻取られる。スプールは、スプールの
中央に取り付けられた支持部材によって、少なくとも部分的に支持されている。スプール
およびロールは、位置を変更可能な装置によって、支持および／または負荷される。巻取
りの初期段階では、前記装置の負荷ユニットおよび支持ユニットは、実質的に支持ロール
の軸および生成中のロールの軸を通過する平面内で移動させられ、生成中のロールは巻取
り位置で負荷および／または支持される。巻取りが進行すると、前記装置の負荷ユニット
および支持ユニットは、ロールの外周に実質的に平行な通路に沿って下方へ移動させられ
、巻取りの最終段階において、完成されつつあるロールは、前記ユニットによって下から
支持される。前記フィンランド公報に記載の技術によれば、1.5メートルより大きな直径
および３メートルより大きな幅を有する大型のロールを、問題なく巻取ることができる。
【０００３】
しかし、すべてのセンタ駆動式巻取り機において、ロールのディッシングが、特に大きな
ロール直径を有するものに発生する。ここでディッシングとは、ロール上のウェブ層が巻
取り中にロールの軸方向に移動することから生じる、ロール形状の欠陥として解釈される
。このため、ロールの両端部が平坦な形状とは異なる形状となり、すなわち凸面または凹
面になる。このような横移動が始まった場合、一般的に、横移動はそれ自体を増大させる
傾向があり、最終的には、ロール端部は、充分早期に修正作業を行わない限り、凸面とな
る結果となる。かかる現象は、ニップにおいてウェブに力が加わる結果、巻取り中、ロー
ルの表面層間にわずかな程度の摺動が常に生じることから、発生する。このようなロール
の表面層の摺動のためロールの堅さは増大し、仮にこの堅さを増大する力が、例えば入っ
てくるウェブの不均一な張力プロファイルまたは厚さプロファイルのために均衡していな
い場合、ウェブの層は、更に、ロールのスプールの軸方向に移動する傾向がある。更に、
ロールの支持体の心合せにおける欠陥も、同様の形状の誤りを生じ、ニップ力の不均衡な
分布も同様である。このようなロールにおける形状の誤りは、それが生じる巻戻しの問題
のため、望ましくない。
【０００４】
本発明は、特に大型のロールに生じるこのような形状の誤りを相殺可能な方法を提供する
ことを目的とする。
【０００５】
本発明による方法の主たる特徴は、請求項１の特徴段から明らかとなる。
【０００６】
本発明による方法は、ロールへ巻取られるウェブの到着方向がロールの軸に対して調節可
能であり、またはニップの幅方向に負荷の分布を調節可能な巻取りニップによって巻取り
が実行される、あらゆる巻取り方法において利用可能である。したがって、本方法は、ロ
ール上のウェブの張力をウェブロールのシャフトに加わる回転トルクのみによって調節す
る、ニップ無使用センタ駆動式巻取りにも適している。
【０００７】
本発明による方法では、間接または直接測定を使用可能であり、これに基づいて、形状の
誤りがロールに形成されているか否かを決定する。直接測定とは、ロール端部の側線を非
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接触または接触による測定によって直接測定する測定として解釈されている。他方、間接
測定とは、ロール端部の側線の変化によって影響を受ける他の何らかの量から、間接的に
ロール端部の側線の変化を測定する測定として解釈されている。
【０００８】
次に、本発明による方法の好ましい実施例を示す添付図面を参照して、本発明を説明する
が、本発明は前記実施例の内容のみに限定されるものではない。
【０００９】
図１は概略軸測図であり、図２はセンタ駆動式巻取り機の側面図であり、図１および図２
は更に、センタ駆動式巻取り機において形成中のロール11と、その支持ロール50との間の
ニップ線を調節するための、本発明による方式を示す。ここで、センタ駆動式巻取り機と
は、特にスリッタワインダに対して用いられる種類の巻取り機として解釈され、要素ウェ
ブから形成されている各ロールは、それぞれ別個に、それらのロールスプールの端部から
、更に少なくともウェブロールの側の１点から、支持ロールまたはそれと同等の支持部材
によって支持される。
【００１０】
図１において、形成中のロール11は、その両端部から、ロールスプールに連結された巻取
りアーム12、13によって支持する。第１の巻取りアーム12は、第１のスレッジ14に、連接
継手30（図２）によって連結し、第２の巻き取りアーム13は、第２のスレッジ15に、同様
の方法で連接継手によって連結する。第１のスレッジ14および第２のスレッジ15は、セン
タ駆動式巻取り機のフレームＲ上に取り付け、リールスプールの長さおよび巻取られるウ
ェブの送り点の位置に応じて、前記フレームＲに対して移動可能である。第１の巻取りア
ーム12に対し、一方の端部から、第１の負荷シリンダ16を、連接継手40（図２）によって
取り付け、同様に、第２の巻取りアーム13に対しては、第２の負荷シリンダ17を、その一
方の端部から、連接継手によって取り付けている。第１の負荷シリンダ16の他方の端部は
、連接継手41によって、第１のスレッジ14へ取り付け、第２の負荷シリンダ17の他方の端
部は、同様に、連接継手によって、第２のスレッジ15へ取り付けている。これらの負荷シ
リンダ16、17によって、巻取り中のロール11を、所望の方法で支持ロール50に対して押し
付けることができる。
【００１１】
第１のスレッジ14に対し、第１の力計測検出器20を取り付け、同様に、第２のスレッジ15
に対し、第２の力計測検出器21を取り付けている。これらの力計測検出器20、21を、例え
ばスレッジ14、15とそれらのブレーキとの間に配置可能である。これに代えて、これらの
力計測検出器20、21を、形成中のロール11の受け座に対して配置可能である。力計測検出
器20、21は、ロールスプールの軸方向に働く力を計測し、その力は、ロールスプールから
巻取りアーム12、13へ、更にスレッジ14、15へ転送する。
【００１２】
第１の力計測検出器20から受信された信号は、第１の調整器22へ送り、第２の力計測検出
器21から受信された信号は、第２の調整器23へ送る。第１の調整器22によって、第１の負
荷シリンダ16の液圧システムを制御し、第２の調整器23によって、第２の負荷シリンダ17
の液圧システムを制御する。力計測検出器20、21の信号もまた、別個のコンピュータ、ま
たは巻取り工程全体を制御するコンピュータへ送ることができ、その場合、調整器22、23
の制御は、前記コンピュータによって行う。そのような場合、巻取りに関連して得られる
情報は、ロール11に関係したデータの一部として使用可能であり、そのデータは、後に、
例えば印刷機におけるロール11の巻き戻しに関連して使用可能である。
【００１３】
巻取りの開始時に、ロールスプールの両端部へ加わる軸方向の押圧力はゼロにリセットし
、その場合、力計測信号20、21の総合計測信号はゼロになる。その後、仮に、ロールスプ
ールの軸に平行な力が、ロール11上へ巻取り中のウェブに発生し、したがってその力が、
その作用方向へウェブ層を移動させようとする場合、その力も、力計測検出器20、21によ
って得られた計測信号における変化として検出する。計測検出器20、21における、ロール
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11がディッシングしている方向の力は増大し、その反対側に配されている計測検出器20、
21で測定される力は減少する。リールスプールは、ウェブが移動して向かってくる巻取り
アーム12、13を押し、それぞれの力計測検出器20、21に力信号を生成する。この信号はイ
ンパルスをそれぞれの調整器22、23へ送り、それは液圧システムに対して負荷シリンダ16
、17の位置を修正するよう命令を与える。前記負荷シリンダ16、17が、巻取りアームの一
方を、他方の巻取りアームに対して上昇または下降させると、ロール11と搬送ドラム50と
の間のニップ力のプロファイルが変化し、ニップ線が傾斜する。このような修正によって
、形成中のロール11へ加えられウェブ層を方向転換させる力は、消去可能であり、その場
合、ウェブ層は、ロールスプールの軸方向に移動しようとはせず、ロールのディッシング
が防止される。
【００１４】
図3Aは本発明によるニップ線の第２の調節方式を示していて、その調節は、スレッジの車
輪60の懸架装置に対して取り付けられているアクチュエータによって行う。したがって、
本実施例では、調整器22、23は、スレッジ14、15の後輪60に対して取り付けられているア
クチュエータを制御する。ここでアクチュエータは、偏心シャフト上で回転するように図
3Bに示す方法で軸受け62によって取り付けられている、スレッジ14の後部支持車輪60で構
成する。偏心シャフト61を回転させると、スレッジ14の後部エッジは、その前方のエッジ
に対して上昇可能であり、これによってスレッジ14は、その前輪70の軸を中心として回転
する。この回転によって、スレッジ14へ取り付けられている支持アーム12上のロール11の
支点12aは、角度αだけ移動し、他方のスレッジ15が静止した状態にある場合、ロール11
の軸方向は、ロール上へ搬送中のウェブの走行方向に対して変化し、ロール11の内部にお
ける軸方向の力が補正され、その場合、ロール11の形状の誤りが防止される。
【００１５】
図３の場合、更に力検出器20、21を、例えばスレッジ14、15とそれらのブレーキとの間に
、または形成中のロール11の受け座に対して、配置可能である。同様に、力検出器20、21
の信号をコンピュータへ送信し、そこで再び調整器22、23を制御可能である。
【００１６】
図4Aは、ロール11の一方の端部におけるアクチュエータによって生じる動きの方向を軸測
図として示し、図4Bは、調節が、ロール11の面上の巻取りニップの位置に及ぼす影響と同
時に、ロール11の軸に対するウェブの相対的な到着方向に及ぼす影響を示す。ロール11の
一方の端部が矢印Ｓで示す方法で移動する一方、ロール11の他方の端部がその定位置に留
まっている場合、ロール11と支持ロール50との間のニップ線N1が変化し、ニップ線N2にな
る。ロール11の静止している端部では、ニップ線N1およびN2を一致させ、移動しているロ
ール11の端部では、ニップ線N1およびN2を、互いに一定の間隔△xをおいて配する。この
ような構造により、ロール11上へ巻取られるウェブの軸方向への移動を防止し、巻取られ
るロール11の両端部を、平坦にすることが可能である。
【００１７】
スレッジ14、15に加わる横断方向の力を計測しないで、ロール11の側面を直接、例えば光
電管、超音波検出器によって、または容量測定もしくは接触測定によって測定することも
可能である。しかし、これらの直接測定に比べると、前記横断方向の力の計測が望ましい
。なぜなら、これによれば、巻取りニップから、またはウェブのプロファイル誤差から生
じる力が、ロール11へ巻取られるウェブ層をその所望の位置から転換させようとしてロー
ル11へ加わる場合、それをかなり早期に間接的に知ることができ、修正措置を早期に開始
可能だからである。
【００１８】
次に特許請求の範囲を記載するが、本発明の内容は前記特許請求の範囲に記載する本発明
の概念の範囲内で改変することができ、一例としてのみ上述したものとは異なるものとす
ることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の方法を適用可能なセンタ駆動式巻取り機の概略軸測図である。
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【図２】　図１に示すセンタ駆動式巻取り機の概略側面図である。
【図３】　アクチュエータをスレッジの車輪の懸架装置に対して取り付けた、ニップ線の
調節方式を示す図である。
【図４】　形成中のロールとその支持ロールとの間のニップ線において、図３に示すアク
チュエータによって生じる方向の変化を示す図である。

【図１】 【図２】
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【図３Ａ】

【図３Ｂ】

【図４Ａ】

【図４Ｂ】
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